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Ⅰ．背　　　景

喫煙は，喫煙開始年齢が低くなればなるほど健康被
害やニコチン依存が起こりやすいことが指摘されてお
り1），喫煙開始年齢の低下は深刻な健康問題へとつな
がる。
日本人の初回喫煙年齢は，90％以上が25歳までと

なっており，そのうち半数以上が未成年から喫煙を開
始している2～5）。これらの調査から喫煙者の大多数は
青年期までの中で喫煙を開始しているといえる。
北山6）は，喫煙は，大人へのあこがれや大人のまね，

あるいは自分を大人に見せたいなどの青年期の独特
の感じ方，考え方が強く結びついて開始されると述
べている。このように，青年期の喫煙は，特有の心
理的な特徴から開始されやすい。そのため，この時
期に喫煙が開始されないよう教育していく必要があ
ると考える。
未成年の喫煙要因については，1980年代からさまざ

まな研究がなされ，友人や親，きょうだい等の周囲の
喫煙行動，本人の過去の喫煙行動，将来の喫煙意思や
喫煙行動の予測，喫煙に対する本人の態度，本人に関
する周囲の態度，飲酒との関連等について明らかにさ
れ，喫煙防止教育に取り入れられてきた。そのため，
喫煙防止教育の多くは，喫煙による身体への影響や非
喫煙のメリットの教育，友人や家族の喫煙の影響を受
け，喫煙をまねてしまうことや，喫煙の誘いに対する
対処方法，マスメディア，タバコ会社のマーケティン
グなどへの対処能力の育成，個人の社会的スキルの育
成など，喫煙要因が何であるかということに焦点が当
てられ，実施されている7）。しかし，非喫煙者における，
喫煙を思いとどまらせている要因，つまり喫煙防止要
因を明らかにした研究は喫煙要因に比べきわめて少数
であり8～22），現在日本では，喫煙防止要因に基づく喫
煙防止教育は実施されていない。
現在日本の学校教育における喫煙防止教育は，学習
指導要領23,24）の中で小・中・高等学校の体育および保
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健体育で喫煙と健康の関連について教育することが掲
載されている。現在の学習指導要領は，子どもたちの
現状をふまえ，﹁生きる力﹂を育むという理念のもと，
知識や技能の習得とともに思考力・判断力・表現力な
どの育成を重視している。喫煙防止教育においても，
この力を身につけることは重要であり，いかに社会
が変化しようと，主体的に判断し，行動し，より良く
問題を解決する資質や能力，自らを律しつつ，自ら健
康を手に入れようとする力が必要であると考える。そ
のためには，喫煙防止教育は，喫煙要因だけを取り除
く教育だけではなく，自ら喫煙しないことを選んでい
く力，すなわち喫煙しないことを促進する喫煙防止要
因を取り入れることも重要ではないかと考える。しか
し，喫煙防止要因について明らかにされている国内文
献は過去10年間においてわずか４件である。日本人で
は，社会的に喫煙の被害が社会に広まってきたことに
より，タバコに対して否定的なイメージをもつことや，
喫煙は周りに迷惑をかけるといった社会的規範が強く
なることや，身体的特徴として，CYP2A6遺伝子をもっ
ていないということが，日本人における喫煙を防止す
る要因の特徴であることが明らかにされている。一方
海外では，日本人を対象とした研究で明らかにされて
いる要因以外にも，子どもをサポートする親の存在や
親子関係の重要性などが示されており，親子関係が良
好であることや親の積極的な子どもへの関わりが喫煙
を防止する重要な要因であることが明らかにされてい
る25）。しかし，日本人を対象とした研究ではこれらの
要因は明らかにされていないため，これらの要因も含
め，青年期の非喫煙経験学生における喫煙防止要因を
明らかにする必要があると考える。

Ⅱ．目　　　的

本研究の目的は，青年期の非喫煙学生における喫煙
防止要因の構成因子を抽出し，因子構造モデルを作成
することを通して，青年期の非喫煙学生における喫煙
防止要因を明らかにすることである。

Ⅲ．研 究 方 法

１．用語の定義

青年期：児童期から成人期への過渡期にいるおおよ
そ12歳頃から25歳の人とする。
非喫煙経験学生：今まで一度も喫煙を経験したこと
のない学生とする。

喫煙防止要因：喫煙を防ぐ要因とする。

２．青年期の学生の喫煙防止要因に関する調査票の作成

調査項目の作成手順は以下の通りである。国内文献
は，医学中央雑誌Web�Ver５（以下，医中誌）の検
索システムを利用し，﹁喫煙﹂，﹁要因﹂キーワードと
した。海外文献は PubMed および CINAHL�の検索シ
ステムを利用して，﹁initiation﹂，﹁smoking﹂，﹁factor﹂，
﹁children﹂を英語キーワードとした。検索期間は，
2005年１月～2016年６月の過去10年間とし，原著論文
を検索した。その結果，医中誌578件，PubMed63件，
CINAHL23件が検出された。そのタイトルと要旨から
未成年の喫煙の防止要因に関する記述のある文献を抽
出した。なお，海外文献については英語以外で書かれ
ている論文３件と重複文献４件を除外した。最終的に
抽出した国内文献４件，海外文献11件の計15件から，
未成年の喫煙防止要因を32項目抽出した。次に，小児
保健分野，公衆衛生分野の研究を行っている研究者８
名により，その内容および表現方法について検討，修
正した。

３．予備調査の実施

本調査の前に，表面妥当性および内容妥当性を検討
するために2016年11～12月に機縁法でリクルートした
20歳以上の非喫煙経験大学生54人に予備調査を行っ
た。回答方法は，各質問項目について，自分が喫煙し
ないことを選択してきたことにどの程度関係したと思
うかについて，﹁全く関係しなかった１点﹂～﹁非常
に関係した５点﹂までの５段階のリッカート方式で測
定した。質問内容の適切性および一貫性について確認
するために，I︲T相関を算出し，相関係数が0.3を下回
る項目を削除し，0.7以上の相関があったペアに関し
て内容の類似性を確認したうえで一方を削除し，表現
を見直した。また，回答しづらさや，表現のわかりに
くさについて意見を求め，表現の修正も合わせて行っ
た。その結果24項目で調査票を作成した。

４．本調査の実施

ⅰ．調査対象者および調査期間

東海，近畿地方の大学（総合大学４，単科大学１）
および専修学校（看護専門学校１，福祉専門学校１，
消防学校２）９校に在籍する20歳以上の学生1,597人
を対象とし，平成29年１～２月に実施した。質問紙調
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査票は，研究者または施設代表者が対象学生に，研
究協力依頼状，調査説明書，無記名自記式質問紙調査
票，および返信用封筒を講義等の終了後の教室にて配
布し，郵送法による回収を行った。
調査対象者の選定は，日本では，未成年の喫煙は法
律的に禁止されており，倫理的な側面を考慮し，未成
年者を除外した。質問紙配布の際は，おおむね大学３
年生以上の学年を対象とした。調査対象者には，20歳
以上の非喫煙経験学生が対象であることを伝え，未成
年者には自己申告してもらうことにより質問紙の配布
を除外した。また，喫煙経験者には質問紙に回答せず
質問紙を破棄するよう伝えた。
ⅱ．調査項目

a．対象の特性および個人的要因

性別，年齢，喫煙してみたいと思った経験の有無，
家族の喫煙の有無，喫煙防止教育の受講（受講した場
所は問わない）の有無。
b．未成年の喫煙防止要因に関する項目

抽出した未成年の喫煙防止要因を用いて，独自に作
成した﹁受動喫煙への認識があった﹂，﹁親との関係性
に満足していた﹂，﹁家族から喫煙を反対された﹂等の
項目から構成した質問紙調査票（24項目）を使用した。
測定方法は，自分が喫煙しないことを選択してきたこ
とにどの程度関係したと思うかについて，﹁全く関係
しなかった１点﹂～﹁非常に関係した５点﹂までの５
段階のリッカート方式で測定した。
ⅲ．分析方法

分析には統計ソフト SPSS�Statistics�22と AMOS�24
を使用した。
a．質問項目の選定

未成年の喫煙防止要因の項目について，回答の天井・
床効果の分析，I︲T相関分析を行った。
b．探索的因子分析

青年期の非喫煙経験学生における喫煙防止要因の
構成因子を明らかにするために，未成年の喫煙防止
要因の質問項目について，探索的因子分析（最尤法・
プロマックス回転）を行った。また，内的整合性の
確認のため，抽出された因子の質問項目について
Cronbach’sαを算出した。
c．モデル適合度の検討

探索的因子分析で最終的に採択した因子に対し
て確認的因子分析を実施した。モデル適合度を GFI

（goodness︲of︲fit� index），AGFI（adjusted�GFI）， お
よびRMSEA（root�mean�square�error�of�approxima-
tion），AIC（Akaike’s� information�criterion）の値で
確認した。GFI，AGFI の基準値は，0.9以上であれば
モデルが適合的と判断され26），RMSEAについては0.05
以下であれば良好，0.08以下であれば中程度の適合度，
0.1以上であればモデルを棄却するべき27）との基準が
示されていることから，これらを適合度の基準とした。
ⅳ．倫理的配慮

本研究は，大阪医科大学研究倫理委員会の承認を得
た（承認番号：看―27（1930︲１））。倫理的配慮は，
文書にて各調査施設の代表者および調査対象者に研究
の目的，方法，所要時間，研究への参加は対象者の自
由意思によるものであり辞退しても不利益にならない
こと，回答は無記名であり個人が特定できないこと，
回答の内容は本調査以外の目的には使用しないこと，
研究者へ調査票が返送されたことをもって同意を得ら
れたものと判断することを説明した。また，調査票お
よび返信用封筒には対象者の氏名や施設名を記載せ
ず，厳封にて研究者宛に返送してもらうよう依頼した。

Ⅳ．結　　　果

１．調査対象者の概要

調査対象者1,597人のうち非喫煙経験者775人から回
収ができた（回収率47.7％）。非喫煙経験者のうち欠
損値がない733人（有効回答率94.6％）を本研究の分
析対象者とした。対象者の平均年齢は21.0±1.3歳であ
り，男性が338人（46.1％），女性が395人（53.9％）で
あった。
喫煙してみたいと思った経験のある人は46人

（6.2％）であった。また，家族内喫煙者がいるものは
293人（40.0％）であり，喫煙防止教育受講経験者は
578人（78.9％）であった（表１）。

表１　対象者の属性
ｎ＝733

N ％

中央値（mean± SD）（range）
性別　　男性 338 46.1

女性 395 53.9
年齢（歳） 21（21.0±1.3） （20～29）
喫煙してみたいと思った経験がある 46 6.2
家族内喫煙者あり 293 40.0
喫煙防止教育の受講者 578 78.9
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２．未成年の喫煙防止要因の項目の選定

I︲T 相関で，0.3以下を示した４項目を削除した。0.7
を上回った項目が４組あり，質問の類似性を検討し，
一方の質問項目４項目を削除した。記述統計量を算
出し，天井効果および床効果のある項目はみられな
かった。

３．探索的因子分析による因子の抽出

項目の選定で削除した８項目を除外した16項目で因
子分析（最尤法・プロマックス回転）を行った。因子
負荷量が0.4未満である項目を除外し，最終的に３因
子14項目が抽出され，累積寄与率は55.1％であった。
また，因子妥当性を表すKMO（The�Kaiser︲Meyer︲
Olkin）の標準妥当性は0.89，Bartlett の球面性検定に
おいては有意確率 p＜0.01となった（表２）。

４．各因子の命名

第１因子は，喫煙に対する否定的なイメージや禁煙
を推進するべきであるという意欲の高さ，受動喫煙で
の不快な体験，喫煙の害を認める考えがあることなど
が含まれた。そこで各項目の意味内容から【喫煙への
否定的な考え】と命名した。第２因子は，親が子ども

に向き合って叱ってくれた，親との関係性に満足して
いたなどが含まれていた。そこで，各項目の意味内容
から【良好な親子関係】と命名した。第３因子は，友
人，家族など身近な人からの反対や，親が子どもに対
して喫煙しないよう見守っているということが含まれ
ていた。そこで，各項目の意味内容から，【喫煙しな
いように見守られる環境】と命名した（表２）。

５．信頼性の検討

各因子と作成した質問項目全体における内部一貫性
の信頼性を確認するために Cronbach’sα係数を算出
した。14項目全体の Cronbach’sαは0.88，３因子そ
れぞれでは0.79～0.89の範囲であった（表２）。

６．確認的因子分析

探索的因子分析によって明らかになった青年期の
非喫煙学生の喫煙防止要因の妥当性を検討するため
に，確認的因子分析を用いた。青年期の非喫煙経験学
生の喫煙防止要因は，探索的因子分析で得られた因子
により構成されていると仮定し，各因子を潜在変数と
した。また，因子間の相関の結果より，各因子に相関
があると仮定し分析を行った。その結果，適合度指標

表２　青年期の非喫煙経験学生における喫煙防止要因の因子分析
因子名 項目全体のCronbach＇sα＝0.88 因子負荷量
項目 1 2 3

第１因子：喫煙への否定的な考え Cronbach＇sα＝0.85
17）受動喫煙への危険の認識があった 0.85 0.01 － 0.09
15）喫煙に対して否定的なイメージを持っていた 0.78 － 0.09 － 0.06
18）禁煙に対する知識があった 0.64 0.10 － 0.02
20）禁煙を推進すべきという意欲が高かった 0.63 0.10 0.00
４）他人のタバコの煙を吸って不快な体験をした 0.61 － 0.12 0.12
19）喫煙の害を認める考え方を持っていた 0.59 0.04 － 0.05
３）テレビや雑誌等でのタバコは悪いという情報に影響受けた 0.50 － 0.01 0.21
第２因子：良好な親子関係 Cronbach＇sα＝0.89
12）親が参観日に来てくれていた － 0.03 0.90 － 0.10
11）親が子どもと向き合い叱ってくれた － 0.01 0.81 0.05
10）親との関係性に満足していた 0.05 0.80 0.04
13）親から過剰な期待をかけられなかった － 0.02 0.78 － 0.01
第３因子：喫煙しないように見守られる環境 Cronbach＇sα＝0.79
１）家族から喫煙を反対された 0.01 － 0.01 0.86
２）友人から喫煙を反対された － 0.02 － 0.05 0.78
６）親が喫煙しないようきちんと見守ってくれた 0.01 0.33 0.46

累積寄与率 55.1
因子抽出法：最尤法，回転法 :�Kaiser の正規化を伴うプロマックス法
KMO=0.89，Bartlett の球面性検定　p＜0.01
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は，GFI ＝0.93，AGFI ＝0.90，RMSEA ＝0.08，AIC
＝444.1となり，やや低い適合度を示した。そのため，
モデルの適合度を高める修正指数を確認したところ，
﹁喫煙の害を認める考え方を持っていた﹂と﹁禁煙を
推進すべき意欲が高かった﹂の誤差変数間の修正指数
が高かった。喫煙の害を認めていることで，禁煙を推
進するべきだという意欲の高まりと相互の関連性があ
ると考えられるため，誤差変数間に共分散を仮定する
ことは妥当であると考え，共分散を加えた。その結果，
適合度指標は，GFI＝0.94，AGFI＝0.91，RMSEA
＝0.07，AIC＝406.9となった。また，すべてのパス係
数の検定統計量は有意であった（図）。

Ⅴ．考　　　察

１．青年期の非喫煙経験学生における喫煙防止要因の因

子構造モデルの信頼性および妥当性の検討

探索的因子分析を行った結果，【喫煙への否定的な

考え】，【良好な親子関係】，【喫煙しないよう見守ら
れる環境】の３因子が抽出された。各因子の Cron-
bach’sα係数が0.79～0.89と高値を示し，内部一貫性
を保つ因子構造であることから，信頼性は高いと考
える。
また，I‐T 相関が保たれており，累積寄与率は
50％を超えており，KMOの標本妥当性，Bartlett の
球面性検定ともに基準を満たす値が示されるもので
あった。
確認的因子分析においても，適合度指標は，GFI＝
0.935，AGFI ＝0.906，RMSEA ＝0.07�，AIC ＝406.9
であった。本研究ではGFI，AGFI�は，0.9以上であり，
RMSEA�については0.07を示した。また，AIC につい
ても修正後モデルの方が小さい値を示していることか
ら，修正後のモデルの方が適切なモデルであると判断
できる。したがって以上の適合度指標を総合的に判断
すると３因子構造の妥当性がおおむね示されたと判断
できる。

２．探索的因子分析による青年期の非喫煙経験学生にお

ける喫煙防止要因の因子構造

第１因子である【喫煙への否定的な考え】を持つた
めには，まず，喫煙や受動喫煙の健康影響に関する正
しい知識や情報を得ることが重要であると考える。本
研究の対象者の約80％が喫煙防止教育を受けており，
喫煙防止教育の中で正しい知識や情報が伝わっている
のではないかと考えられる。また，これらのことが，
喫煙への否定的な考えを持つこととなり，自分は喫煙
しないということを選択することにつながっていると
考えられる。そのため，喫煙や受動喫煙の健康影響に
関する正しい知識や情報を提供することが，青年期の
喫煙防止要因において重要となっていることが示唆さ
れた。しかし，子どもたちの喫煙に関する知識が増加
しても喫煙防止の効果が得られなかったという研究結
果もみられることから7），青年期における喫煙を防止
するためには，【喫煙への否定的な考え】だけでは不
十分であり，第２因子の【良好な親子関係】や第３因
子の【喫煙しないように見守られる環境】によって強
化できるのではないかと考えられる。
わが国においては，2003年に施行された健康増進法
の第25条28）において，多数の者が利用する施設を管理
する者に対し，受動喫煙防止のための措置を講じるこ
とを努力義務として規定された。また，2010年に発出
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された﹁厚生労働省健康局長通知健発0255第２号﹂29）

では，今後の受動喫煙防止対策の基本的な方向性とし
て，多数の者が利用する公共的な空間は，原則として
全面禁煙であるべきで，全面禁煙は，受動喫煙対策と
して極めて有効であると考えられていることが示され
た。さらに屋外であっても子どもの利用が想定される
公共的な空間では受動喫煙防止のための配慮が必要で
あることも示された。Wakefield ら30）は，成人を主な
対象とした喫煙対策やキャンペーンも未成年に対し
同様の効果を持つと述べている。このように，受動喫
煙の健康被害など社会的に喫煙の被害はどのようなも
のであるかということが社会に広まり，正しい知識や
情報が広まってきたことも，【喫煙への否定的な考え】
に影響していると考えられる。そのため，政策として
今後も社会全体に向けて，喫煙や受動喫煙の害につい
て広く周知する重要性が示唆された。
第２因子である【良好な親子関係】については，
Tilson ら8）が，親子関係が良くない青年は，親子関係
が良い青年に比べて喫煙率が２倍高いことから，良好
な親子関係は，青年の喫煙を防いでいると述べている。
また，Thomas ら31）も，家庭ベースの喫煙防止教育は
有効であるとしており，特に家庭でのルールを示すこ
とや，子どもに関心を注ぎ，子育てをする﹁権威的な
子育て﹂が重要であると述べている。本研究において
も，第２因子に含まれている項目から，子どもは，親
から一方的に意見を押し付けられるのではなく，親に
対して自己主張や反対意見を表明することもでき，同
時に親の見解についても傾聴する姿勢を持つこともで
きる互恵的でバランスのとれた相互作用がある親子関
係が示されており，このような親子関係を促進してい
くことや，家庭でのルール作りを促す必要があると考
えられる。そのためにも，親子関係を見極め，学校関
係者や地域の保健師等が子育て支援などを行っていく
必要性が示唆された。
第３因子である【喫煙しないように見守られる環境】
については，野津ら32）が高校生の喫煙に対する親の態
度と親の喫煙行動の重要性について検討した調査で
も，子どもの喫煙行動には，親の態度の方がより重大
な要因であると報告されており，両親が子どもの非喫
煙を望んでいると伝えることは大変重要であると考え
られる。そのため，子どもの喫煙防止にとっての親の
役割を親に認識してもらうような働きかけが重要であ
ると考える。しかし，Tilson ら8）は，両親が喫煙して

いる場合は，親子関係が良好であっても，青年の喫煙
を防ぐことができない可能性があるとも述べている。
つまり，親が喫煙している場合は，非喫煙を望んでい
ることを伝えたとしても，効果が十分に発揮できない
可能性があるため，学校関係者と地域の保健医療職が
連携し，親の喫煙状況の把握や禁煙支援なども同時に
行っていくことが重要であると考えられる。また，学
習指導要領23，24）にある﹁生きる力﹂を育むためには，
学校だけではなく，家庭や地域など社会全体で子ども
たちの教育に取り組むことが大切だとしていることか
らも，喫煙防止教育を行うすべての職種は，親と協働
し喫煙防止教育を行っていくことが重要であると考え
る。また，青年期は両親よりも同世代の人間の言うこ
とに共鳴するようになる時期であり33），この時期の友
人からの反対は，喫煙防止に重要な項目であるといえ
る。Cuijpers ら34）は，効果的な薬物防止プログラムの
要素として，プログラムの実施者は大人でなくピア
リーダーを使うことを挙げている。このような試みも
青年期の喫煙を防止するためには必要ではないかと考
えられる。
本研究で用いた喫煙防止要因は，未成年を対象とし
た文献から抽出したものであったため，本研究の対象
者である20歳以上の対象者とは相違がある。しかし，
日本人の初回喫煙年齢は，90％以上が25歳までとなっ
ており，そのうち半数以上が未成年から喫煙を開始し
ている2～5）。また，喫煙開始の年齢のピークは，中学
生から高校生にかけてと法律で認められる20歳になる
時であり35），対象者は，喫煙開始のきっかけとなる年
齢のピークを越えている。これらのことから，今回の
調査対象者が今まで喫煙を思いとどまっているのは，
成人に達するまでに，【喫煙への否定的な考え】を持
ち，【良好な親子関係】や【喫煙しないように見守ら
れる環境】があったからであると考えられる。成人し
てから25歳までの大きな環境の変化として，学生から
社会人となる就職等がある。これらの変化も喫煙開始
のきっかけとなる可能性が考えられるため，今後は就
職等環境が変化する際に有効な喫煙防止要因等も明ら
かにする必要があると考えられる。

３．青年期の非喫煙学生における喫煙防止要因の因子構

造モデルの意義と喫煙防止教育への活用可能性

本研究で得られた青年期の非喫煙経験学生における
喫煙防止要因を構成する因子と項目は，今まで日本人
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を対象とし，明らかにされた喫煙防止要因とともに，
海外で明らかにされている喫煙防止要因を含め，検討
したことによって，日本において青年期の喫煙防止教
育を実践していくうえで有用な資料になるものと考え
られる。今まで明らかにされてきた喫煙要因とともに
本研究で明らかになった喫煙防止要因を加えること
で，より有効な喫煙防止教育プログラムが展開できる
可能性がある。
特に，本研究で明らかになった【良好な親子関係】，

【喫煙しないように見守られる環境】については，こ
れまで喫煙防止教育に取り入れてこられなかった新た
な視点であり，喫煙防止における親の役割の重要性を
理解してもらうためにも，親に対しても喫煙防止教育
を行う必要性があることを示していると考えられる。
よって，今後は，現在，喫煙防止教育で実施されてい
る内容に加え，親子関係を促進するあるいは親が子ど
もの喫煙に対する自分の役割を認識することができ，
親子が同時に受けられる喫煙防止教育プログラムの展
開が必要であると考える。

Ⅵ．本研究の限界と課題

本研究の測定対象となる未成年の喫煙防止要因は，
喫煙要因と比較し文献数も極めて少数であった。その
ため，今回明らかになった因子と項目は，今まで日本
人を対象としては明らかになっていない項目を含めた
ものにはなったが，ほかに明らかにされていない喫煙
防止要因も存在する可能性がある。よって，喫煙防止
要因について，さらなる調査を行う必要性があると考
えられる。さらに，本研究の対象者は，学生であり，
同年齢の社会人とは違いがあると思われるので，今後
幅広い対象での調査が必要であると考える。また，今
回の調査では，喫煙者のデータは分析しておらず，今
回の要因が喫煙と非喫煙の選択に影響するのかは明ら
かでない。そのため，因果関係を明らかにする調査に
ついても必要であると考える。今後は，性差による違
いも考えられるため，比較検討をする必要性もあると
考える。

Ⅶ．結　　　論

本研究は，20歳以上の大学および専修学校の学生
733人を対象に，青年期の非喫煙経験学生における喫
煙防止要因の構成因子を抽出し，因子構造モデルを作
成することを目的とし，調査を実施した。その結果，

以下の結論を得た。
１．探索的因子分析より，青年期の非喫煙経験学生に
おける喫煙防止要因の因子構造は【喫煙への否定的
な考え】７項目，【良好な親子関係】４項目，【喫煙
しないように見守られる環境】３項目の３因子14項
目であった。
２．確認的因子分析により，青年期の非喫煙経験学生
における喫煙防止要因の因子構造の適合度指標は，
GFI ＝0.935，AGFI ＝0.906，RMSEA ＝0.07，AIC
＝406.9を示し，因子構造の妥当性が検証された。
３．以上のことから，青年期において，喫煙防止教育
を実施する際には，【喫煙への否定的な考え】，【良
好な親子関係】，【喫煙しないように見守られる環境】
を含んだ教育が必要であることが示唆された。今後
は，これらを含んだ喫煙防止教育プログラムを作成
していく。
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〔Summary〕
Our�study’s�aim�was�to�construct�a� factor�structure�

model�of� smoking�prevention� factor� in�early�adulthood�

non︲smoking�experience� students．We�surveyed�1597�

university�or� special� training� school� students�aged�20�

years�or�over．The�survey�was�conducted�by�mail�using�

self︲report� questionnaires．We� received� responses�

from�775�non︲smoke�experience� students．Of� these，

we�analyzed� the� 733�valid� responses．As�a� result� of�

exploratory� factor� analysis，we� extracted� 3� factors�

and� 14� items，as� follows：“Negative� feelings� toward�

smoking”，7� items；“Good�parent︲child�relationships”，

4� items；and�“Environment� that� guards� against�

smoking”，3�items．Confirmatory�factor�analysis�showed�

that�goodness︲of︲fit� indexes�were�goodness︲of︲fit� index

（GFI）=0.935，adjusted�GFI（AGFI）=0.906，and�root�

mean�square�error�of�approximation（RMSEA）=0.07，

Akaike’s� information�criterion（AIC）=406.9�verifying�

the�validity�of�the�factor�structure．

〔Key�words〕

early�adulthood，non︲smoke�experience�students，

smoking�prevention�factor，structure�model
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